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国 和 はじ め に 


量 本 研究 発表 の 課題 
(1) 新 技術 ペン チャ ー に お ける デス バレ ー 現 象 の 実態 と その 要因 分 析 
(②) 事 業 化 段階 毎 の デス バレ ー を 克服 する た め の 技 術 経 営 分 析 


玉 新 技術 ベン チャ ー 
「 自 然 法則 を 利用 し た 技術 的 思想 の 創作 と し て の 発明 に も と づき 、 新 規 性 、 進 歩 性 を 
有 し 、 法 的 に 権利 と し て 保護 され る 特許 な ど を 中 心 と する 知 的 財産 権 を ベー ス に 新 
た な 事業 を 目指 す 中 小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 」 

時 デス パ バ レー 現象 


「 優 れ た 先端 科学 技術 を 十分 に 事業 化 へ 繋げ る 事 が 出来 な い 状 態 」 


Copyright (C) 2005 Tetsuya KIRIHATA 


国 | 知 的 財産 事業 化 及 び ベ ンチ ャ ー の デス バレ ー 現 象 に 関す る 先行 研究 


・ 岡 田 (2003) は 、 知 的 財産 が 収益 に 結び つか な い 理 由 、 す な わ ち 知 的 財産 の 事業 化 に 
係る デス バレー 要 因 と し て 「 技 術 、 マー ケティング 、 財 務 の 断絶 」「 各 部 署 や 個人 を 調整 
する 「 場 」 や 新た な ビジ ョ ン を 提案 で きる トッ プ の 不在 」「 部 門 横断 的 な 知識 経営 の 不在 」 
「 選 択 と 集中 に も と づく 知 財 戦 略 の 不在 」 を 指摘 。 


* 清 成 、 中 村 、 平 尾 (1971) は 、 研 究 開発 集約 的 な 創造 的 新規 開業 企業 を ベン チャ ー・ ビ 
ジネス と 定義 し た 上 で 、 研 究 開発 型 ベ ペン チャー の 経営 的 特徴 と し て 、 独 自 の 企業 特性 、 
市 場 志 向 、 人 的 経営 資源 の 蓄積 、 ダ イナ ミッ ク な 組織 、 シ ステ ム 的 発想 を 指摘 (p.79)。 


・Vesper(1990) は 、 ハ イ テ ク 起業 家 に お ける 、 高 等 レベ ル の 「 教 育 」 と マー ケティング や で 財 
務 等 の 実務 及び 過去 の ベン チャ ー 創 業 経験 等 の 「 経 験 」 の 重要 性 を 指摘 (p.63)。 


・Timmons(1994) は 、 成長 段階 キ え スタートアップ 前 、 スタートアップ ・ サ バイ バル 期 (創業 か 
ら 3 年 )、 成長 初期 (4 年 か ら 10 年 まで )、 成熟 期 (10 年 か ら 15 年 )、 収穫 ・ 安 定期 (15 年 か ら 
20 年 ) の 5 つの 段階 に 分 け て 論じ 、 こ の 内 、 スタートアップ 前 に お いて は 「 事 業 が 、 ユ ー 
ザー、 顧客 、 市場 ニー ズ に 基づく も の か 、 開 発 や 発明 の 願望 に に る も の か 」 を デス バ 
レー に 陥ら な いた め の ポ イン ト と し て 指摘 (pp.577-578)。 


Copyright (C) 2005 Tetsuya KIRIHATA 


| 事業 化 段階 の 分 類 


量 デ スバ レー 現象 の 事業 化 段 階 毎 の 調査 の 必要 性 


適正 な 科学 技術 政策 立案 の た め に は 「 ど の 分 野 に どの よう な 形 で 存在 する の か の きめ 細か な 
調査 を し な けれ ば な ら な い 」 と 指摘 し 、IT、 ナ ノ テ ク 等 対象 と する 先端 科学 技術 分 野 毎 、 ま た そ 
れ ぞ れ の 事業 化 段 階 を きめ 細か く 分 け て 、 詳細 に 調査 する 必要 性 を 示唆 (児玉 (2003)) 


回 本 研究 発表 に お ける 先端 科学 技術 の 事業 化 段階 
基礎 研究 段階 、 製 品 開 発 段階 、 事 業 化 段階 の 三 つ の 段階 に 分 類 


基礎 研究 段階: 

[ 基礎 科学 を 特許 等 に 代表 され る 技術 に 結実 させ る まで の 段階 

製品 開発 段階 : 

| 基礎 研究 の 成果 で ある 有望 技術 を 試作 品 等 の 製品 レベ ル に 作り 込む 段階 
事業 化 段 階 : 
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還 ] 事業 化 に 至る 段階 と 主要 経営 課題 の 変遷 
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・ 特 許 取得 ・ 試 作品 開発 ・ 市 場 形成 
・ 基礎 研 究 高度 化 等 ・ 製 品 の 高度 化 等 ・ マ ー ケ ティ ング 等 
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上 三 段 階 に お ける デス バレ ー 現 象 に 関す る 先行 研究 


軸 基 礎 研 究 段 階 

・ 玉 田 、 児玉 、 玄 場 (2003) は 、 バ イオ テク ノロ ジー、 ナノ テク 、 情報 通信 、 環 境 技術 の 四 分 野 に つい て 日 本 の 特 
許 に 関す る 調査 を 行い 、 サ イエ ンス リン ケー ジ は 「 バ イオ テク ノロ ジー が 突出 し て 多く 、 ナノ テク ノロ ジー が それ 
に 続き 、IT と 環境 技術 は 少な い (p.32)」 と 指摘 し 、 バ イオ テク ノロ ジー や ナノ テク で は 、 基 礎 研 究 を 技術 に 転換 
する 能力 の 欠如 が 、 デ スバ レー 要因 と な り 得 る 事 を 示唆 。 


画 製 品 開 発 段 階 

・George Day and Paul Schoemaker(2000) は 、 製品 開発 段階 の 成功 条件 と し て 「 経 営 ト ッ プ 層 の 継続 的 な サ 
ボー ト 、 既存 事業 か ら の ニュ ー ベ ンチ ャ ー の 分 離 、 組 織 や 戦略 の 柔軟 性 、 リ スク テイ ク や 経験 か ら 学 ぶ 前 向き 
な 姿勢 が 求め られ る 。(p.52)」 と 指摘 し た 上 で 、 こ の 段階 に お ける デス バレ ー 要 因 と し て 、 事 業 へ の 参入 の 遅れ 、 
慣れ へ の 固執 、 ト ッ プ の 十分 な コミ ッ ト メ ント へ の 臣 踏 、 持 続 性 の 欠如 等 を 指摘 。 

・ 井 上 、 二 瓶 、 石 川 、 船 曳 (2003) は 、 我 が 国 の 製造 業 上 場 企業 の 製品 開発 段階 に は 、 深 刻 な デス バレ ー 現 象 
が 存在 する と 述べ る と 共に 、 こ の デス バレ ー 要 因 と し て 「 ビ ジョ ン の 描出 や 需要 コン セプト 化 の 問題 」「 人 材 面 
の 問題 」「 内 部 の 部 門間 や 組織 間 の 連携 の 問題 」 が 認識 され て いる と 指摘 。 

・ 桐 畑 (2004) は 、 ナ ノ テ クノ ロジ ー 事 業 化 の 製品 開発 段階 に お いて は 「 資 金 面 の 問題 」「 外 部 と の 連携 の 問題 」 
「 ビ ジョ ン の 描出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 が 主要 な デス バレ ー 要 因 と し て 認識 され て お り 、 ま た デス バ 
レー 克服 に 向け て (1)「 資 金 面 の 問題 」 で は 、 公 的 資金 の 活用 を 重視 し て いる 、(2)「 外 部 と の 連携 の 問題 」 で は 、 
大 学 ・ 研 究 機関 、 異 業 種 企業 と の 連携 を 重視 し て いる 、(3「 ビ ジョ ン の 描出 ・ 吉 要 の コン セプト 化 の 問題 」 で は 、 
需要 (市 場 ニ ー ズ ) 表 現 を 重視 し て いる こと を 指摘 。 


玉 事 業 化 段 階 

・Moore(1991) は 、 先端 科学 技術 を ベー ス と し た 製品 を 市 場 に 浸透 させ る に あたっ て 、 Moore(1991) が キャ ズム 
と 呼ぶ デス バレ ー 現 象 が 存在 する と 指摘 し 、 製 品 中 心 の 価値 観 が 、 事 業 化 段 階 に お ける 主要 な デス バレ ー 有 要 
因 で ある (pp.134-135) と 指摘 。 
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| 新 技術 ベン チャ ー を 対象 と し た 質問 票 調査 


弄 調 査 対象 

質問 票 調査 は 、 奈 良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 が 実施 し た 通信 教育 講座 「 知 的 財産 ・ 技 
術 経 営 ブ ログラム 2005」 を 受講 し た 受講 生 で 、 特許 等 知 的 財産 を ベー ス と し て 事業 化 を 
目指 す 中 小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 の 経営 者 、 従 業 員 。 


軸 調 査 方 法 

イン ター ネッ ト に よる 公募 と 共に 全国 の 中 小 企業 団体 、 経 済 団体 等 を 通じ て 、 通 信教 育 

講座 へ の 参加 企業 を 募集 、 参 加 申 し 込み の あっ た 184 事 業 所 の 経営 者 及び 従業 員 に 対 
し て 、 電子 メー ル 及 び 郵 送 で 質問 票 調 査 を 送付 。 質問 票 調査 は 、2004 年 11 月 中 旬 か ら 

12 月 に か け て 送付 し 、116 事 業 所 か ら 回 答 ( 回 答 率 63%)。 この 内 未 上 場 で 、 特 許 を 取得 

し て いる 、 或いは 出願 中 、 且 、 基 礎 研 究 段 階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段 階 の すべ て の 経 
験 を 有する 47 事 業 所 を 分 析 の 対象 。 


台 対 象 47 事 業 所 の 主要 業種 

「 食 料 品 (2%)」「 化 学 工 業 ( 医 薬品 、 化 粧品 含む (11%)」「 プ ラス チッ ク 製 品 (6%)」「 非 鉄 金属 
(2%)」「 金 属 製品 (2%」「 一 般 機 械 器具 (9%」「 電 気 機械 器具 (6%」「 電 子 部 品 ・ デ バイ ス 
(6%)」「 輸 送 用 機械 器具 (2%)」「 精 密 機 械 器具 (9%)」「 そ の 他 の 製造 業 (19%」「 情 報 サ ービス 
業 (ソフ トウ ェ ア 業 、 提供 サー ビス 業 含 む )(19%)」「 そ の 他 (6%」。 
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| 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 現 象 の 有無 


| ーーー-- | 基礎 研究 段階 | 製品 化 段階 | 事業 化 段 階 
確実 に 成果 に 繋げ て いる 


若干 課題 が 存在 
無 回 答 ・ そ の 他 
7 


N=4 


「 若 干 課題 が 存在 」「 か な り 課 題 が 存在 」「 非 常 多く の 課題 が 存在 」 と 答え た 企業 を あ 
わせ た 割合 : 

基礎 研究 段階 :62%、 製 品 開発 段階 :649%、 事 業 化 段階 8596。 
つ 事 業 化 段 階 が 進む ひ に し た が っ て 、「 確 実に 成果 に 繋げ て いる 」 と する 割合 が 減少 し 、 
何ら か の 課題 を 抱え て いる と する 企業 が 増加 。 
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| 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 現 象 の 評価 


| ーーー-- | 基礎 研究 段階 | 製品 化 段階 事業 化 段階 
か な り 深 刻 な 課題 40% 
深刻 な 課題 30% 
若干 の 課題 


20% 
10% 
特に 課題 と な みて いな い 0% 
無 回 答 ・ そ の 他 0% 


基礎 研究 (N=29) 、 製 品 化 (N=30) 、 事 業 化 (N=40) 


デスバレー 現象 の 評価 :「 か な り 深 刻 な 課題 」「 深 刻 な 課題 」「 若 干 の 課題 」 “ 

基礎 研究 段階 :73%、 製 品 化 段階 :76%、 事 業 化 段 階 :909%%6 
つ 事 業 化 段階 に つい て 「 か な り 深 刻 」 と 答え た 企業 は 4096 と 、 基礎 研究 段階 、 製 品 化 _ 
段階 の 3 倍 近い 割合 と な っ て お り 、 と り わ け 事 業 化 段階 に 深刻 な デス バレ ー が 存在 。 _ 
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過 ] 事業 化 段階 香 の デ スバ レー 要因 


| ーー-- | 基礎 研究 段階 | 製品 化 段階 
資金 


外部 と の 連 失 


ビジ ョ ン や 

ニ 0 34% 47% 50% 
吉 要 の コン セプト 化 

企業 文化 
動機 づけ 


基礎 研究 (N=29) 、 製 品 化 (N=30) 、 事 業 化 (N=40) ン 複数 回 答 


デスバレー 要因 

基礎 研究 段階 :① 人 材 面 の 問題 、② 資 金 面 の 問題 、③ ビ ジョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 
製品 開発 段階 :① ひ ビジ ョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 、② 人 材 面 の 問題 

事業 化 段 階 :① 人 材 面 の 問題 、 の ビジ ョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 


各 段 階 を 通じ て 「 人 材 面 の 問題 」「 ビ ジョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 が 主要 な デス バレ ー 要 因 


Copyright (C) 2005 Tetsuya KIRIHATA 10 


円 | 企業 内 部 に 係る 主要 な 技術 経営 


硬 企 業 内 部 の 主要 な 技術 経営 の 必要 性 認識 


の スピ ー ド | トッ プ ダ | ロー ド マ 
間 ーー ーー a 


か な り 必 要 | 79% | 6% 


まあ 必要 
あま り 必 要 で は な い 
必要 で は な い 


時 企業 内 部 の 主要 な 技術 経営 の 実施 状況 


し ーー | 時 ame スピ ー ド | トッ プ ダ | ロー ド マ ッ 
し ーー プ 作 成 


か な り 実 施 | 15% 


まあ 実施 
あま り 実施 し て いな い rr 
実施 し て いな い せ ず の 
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N=47 


上 | 企業 外部 に 係る 主要 な 企業 経営 


画 外 部 と の イン タラ クティ ブ な 関係 構築 の 必要 性 認 


ea 異 業種 競合 
eo 企業 | 顧客 | 企業 | 行政 | 企業 


量 外 部 と の イン タラ クティ ブ な 関係 構築 状況 


異 業種 競合 
oo 企業 | 顧客 | 企業 | 行政 | 企業 
34% 


まあ 構築 32% 
あま り 構 築 し て いな い 
13% 
無 回 答 ・ そ の 他 
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N=4 7 


上 外部 専門 家 と の 連携 


軸 外 部 専門 家 と の 連携 の 必要 性 認識 


か な り 必 要 49% 11%| 15% 
まあ 必要 38% 47%| 45%| 38% 


あま り 必 要 で は な い 2%| 13%| 19%| 21%| 26%| 17%| 28% 

必要 で は な い 0% 9% 4% 4% 6%| 17%| 11% 

無 回 答 ・ そ の 他 11%| 11%| 11%| 11%| 9%| 1%| 9% 
立 ゃ 
表 外 部 専門 家 と の 連携 状 ; 


か な り 連 携 し て いる 


ーー ア で 30% | 32% 


| あま り 連携 し て いな い | | 269 | 23%| 26% 


連携 し て いな い 
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26%| 23%| 26% 36% 


N 


中 事業 化 段階 の 経営 状況 と 主要 技術 経営 の 相関 


の 製品 化 | 事業 化 
me 段階 | 段階 | 段階 
0221| 004 
0249 
6 0175 
文 


経営 コン サル タン ト 


*** 1% 水準 で 有意 (両側 ) ** 5% 水準 で 有意 (両側 ) * 10% 水準 で 有意 (両側 ) N=47 


給 幅 つ 「 潮 . 舞 絆 テ 
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[ 軸 デス バレ ー 現 象 と その 要因 及び 技術 経営 の 実態 


上 新 技術 ベン チャ ー の 事業 化 段 階 香 の デ スバ レー 状況 に つい て は 、 と り わ け 事 業 化 
段階 に 深刻 な デス バレ ー 現 象 が 存在 する と 認識 。 

量 デ スバ レー の 要因 に つい て は 、 各 段階 を 通じ て 「 人 材 面 の 問題 」 ビ ジョ ン の 抽出 や 
需要 の コン セプト 化 の 問題 」 が 主要 な 要因 と 認識 。 
是 企業 内 部 の 主要 な 技術 経営 の 取組 み に つ いて は 、「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及び 社内 

共有 」 に つい て 必要 性 認識 と 実施 状況 と の 間 に 最も 大 き な 差 (60%6) が 確認 。 

企業 外部 の 主要 な 技術 経営 の 取組 み に つい て は 、 外 部 と の イン タラ クティ ブ な 関係 
構築 に お いて 、「 異 業種 企業 」 の 必要 性 認識 と 実施 状況 に 最も 大 き な 差 (42% が 確認 。 
また 、 外 部 専門 家 と の 連携 に 関す る 必要 性 認識 及び 連携 状況 に つい て 、 公認 会 
士 ( 差 179%) と 銀行 ( 差 239%%) の 連携 状況 と 必要 認識 の 差 は 比較 的 小さ い 一 方 で 、 弁 

理 士 ( 差 499%) と ベン チャ ー キ ャ ビタ ル ( 差 36 9%%) は 、 大 き な 差 が 確認 。 

基礎 研究 段階 の デス パレ ーー 克服 状況 と 「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」 に 向け 
た 取組 み 、 製品 開発 段階 の デス バレ ーー 克服 状況 と 「 ト ッ プ ダウ ン 型 経営 」「 市 場 ニ 

ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」、 事 業 化 段 階 の デス バレ ーー 克服 状況 と 「 公 謗 会 計 士 」「 ベ ペン 
チャ ー キ ャ ビタ ル 」「 弁護士 」 等 の 外部 専門 家 と の 連携 に お いて 有意 な 相関 が 確認 。 
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時 デス バレ ー 克 服 に 向け て の 含意 


還 基礎 研究 段階 
・ 最 も 多く 割合 の 企業 が 「 人 材 面 の 問題 」 を デス バレ ー 要 因 と 認識 。 
・ 基 礎 研究 段階 の デス バレ ー 克 服 状況 と 「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及び 共有 化 」 に 向け た 取組 み 
に 有意 な 相関 。 
・ 新 技術 ベン チャ ー に 対す る イン タビ ュー 調査 に お いて 「 ニ ー ズ 先行 の 研究 開発 スタ ー ト が 重 
要 」「 製 品 開発 前 に マー ケティング を 行い 、 売 れる も の し か 作ら な い 」 な ど 表 現 は 異な る が 、 市 
場 ニー ズ を 重視 する こと の 必要 性 を 指摘 する 意見 が 多数 。 

つ 優 秀 な 研究 人 材 の 確保 と 共に 市 場 ニ ー ズ に 基づく 研究 開発 が 必要 。 


還 製品 開発 段階 
EE 
と 認識 。 
・ 製 品 開 発 段階 の デス バレ ーー 克服 状況 と 「 ト ッ プ ダウ ン 型 経営 」「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 
有 化 」 に 有意 な 相関 。 
「「 ビ ジョ ン の 描出 や 寺 要 の コン セブ ト 化 の 問題 」 は 、 上 場 、 非 上 場 の 企業 規模 に 関係 な く 、 製 
品 化 段階 に お ける 主要 な 経営 課題 (井上 、 二 瓶 、 石 川 、 船 曳 (2003)、 桐 畑 (2004)) 。 


っ 「 ビ ジョ ン の 描出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 解 消 に 向け て 、 ト ッ プ の ビジ ョ 


ン や イニ シア ティ ブ 、 すなわち 「 ト ッ プ ダウ ン 型 経営 」 の も と で 、 社内 に お ける 「 市 
場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」 に 向け た 取組 み が 重 要 。 
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時 デス バレ ー 克 服 に 向け て の 含意 


玉 事 業 化 段 階 

・ 各 段階 を 通じ て 最も 深刻 な デス バレ ー が 存在 。 

「 人 材 面 の 問題 」 が その 主要 な デス ババ レー 要因 。 

・ 新 技術 ベン チャ ー に 対す る イン タビ ュー 調査 に お いて 「 設 立 3 年 目 以 降 、 専 門 の 販 
売 営 業 人 員 を 雇用 し 、 マー ケティング と 営業 活動 に 注力 し た 結果 、 売 上 げ が 増大 し 
た 」 な ど 、 事 業 化 段 階 に お いて は 、 販 売 、 マ ー ケ ティ ング 分 野 の 従業 員 確 保 の 必要 
性 を 指摘 する 意見 が 多数 。 

ーMoore(1991) の 指摘 する 製品 中 心 の 価値 観 か ら の 転換 に 加え て 、 販売 、 マーケ 
ティ ング 強化 に 向け 、 特 に 人 材 面 で の 取組 み が 必 要 。 

* 事 業 化 段 階 の デス バレ ー 克 服 状況 と 「 公 認 会 計 士 」「 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル 」「 弁 護 
士 」 等 の 外部 専門 家 と の 連携 に お いて 有意 な 相関 。 

つ 事 業 化 段 階 の デス バレ ー を 克服 し て いる 企業 ほど 、 人 的 な 経営 資源 が 限ら れ た 
中 で 、 内 部 の 人 材 は で きる 限り 主要 な 経営 課題 、 す な わ ち 販売 、 マ ー ケ ティ ング な 
ど に 投入 し 、 そ の 他 の 業務 は 出来 る だ け 外 部 の 専門 家 に 任せ て いる も の と 考え ら 
れる 。 

* 公 的 セク ター : リソー スパ ー ソ ン と し て の 外部 専門 家 の 機 能 強 化 、 す な わ ち 新 技術 
ベン チャ ー に 不足 し が ちな 人 材 の 供給 支援 機能 や 外部 専門 家 自 身 に よる 不足 人 材 
の 補完 機能 強化 は 、 新 技術 ベン チャ ー 育 成 の 有効 な 手法 。 
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